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１ 趣旨 

 この方針は、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（平成 24年

法第 50 号。以下「障害者優先調達推進法」という。）第９条第１項の規定に基づき、障がい者就労施

設等が供給する物品及び役務（以下「物品等」という。）の調達の推進を図るための方針を定めるもの。 

 

２ 物品等の調達の推進に関する基本的な考え方 

 障がい者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図り、障がい者の自立を促進するとい

う障害者優先調達推進法の目的に沿い、本学の予算及び事務又は事業の予定等を勘案し、障がい者就

労施設等が供給する物品等を優先的に調達する。 

 

３ 調達実績の公表 

 障害者優先調達推進法第９条第５項の規定による公表は、本学ホームページにより行う。 

 

４ 対象となる障がい者就労施設等 

 県内に所在する障害者優先調達推進法第２条第４項に掲げる施設。 

 ・就労移行支援事業所 

 ・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業所 

 ・障害者支援施設 

 ・地域活動支援センター 

 ・特例子会社 

 ・重度多数雇用事業所 

 ・在宅就業障がい者 

 

５ 調達の推進方法 

（１）昨年度までの発注実績も考慮の上、新規分野及び調達実績のない障がい者就労施設等への発注も

検討するなど、調達の推進に努める。 

（２）調達先の選定にあたっては、鳥取県ホームページ上の『はーとふる TOTTORI』等、県が公表する

情報を活用する。また、調達先の選定が困難な場合は、県が設置する共同受注窓口を活用する。 

 

６ 対象となる物品等 

  障がい者就労施設等が提供するすべての商品・サービス 

 

７ 調達目標額 330千円 

 

 


